１　地　方　税　制　の　改　正

　地方税法の一部を改正する法律（平成11年法律第15号）による改正

１　改正の趣旨

　最近における社会経済情勢等にかんがみ､地方税負担の軽減及び合理化等を図る。

２　主な改正点

(1)　個人住民税について、最高税率の引下げ及び定率減税の実施

(2)　個人事業税について、事業主控除の引上げ

(3)　法人事業税について、税率の引下げ

(4)　地方たばこ税について、税率の引上げ

(5)　不動産取得税について、住宅及び住宅用土地に係る特例措置の要件の緩和

(6)　自動車取得税について、低燃費車・低公害車に係る特例措置を拡充

(7)　延滞金及び還付加算金の割合について、特例措置を創設

３　個人住民税

(1)　個人住民税所得割の税率のうち課税所得金額７００万円超の部分に適用される市町村民税の税率を平成11年度分から引き下げることとされました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（改正前）　　　（改正後）

　　　　　　　個人市町村民税の最高税率　　　　　１２％　　→　　１０％

　　　　　　（個人住民税の最高税率　　　　　　　１５％　　→　　１３％ ）

（参　考）　　所得税の最高税率　　　　　　　　　５０％　　→　　３７％

(2)　平成11年度分以後の個人住民税所得割から定率減税の額［個人住民税所得割の１５％相当額（上限４万円）］を控除することとされました。

（参　考）　　所得税定率減税の額は、所得税の２０％相当額（上限２５万円）

(3)　個人住民税の所得割の非課税限度額を引き上げることとされました。＜平成11年度分から適用＞

	改 正 後


	所得金額≦３５万円×家族数＋加算額　３１万円


	改 正 前


	所得金額≦３５万円×家族数＋加算額　３０万円



（注）　加算額は、控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合のみ加算

４　個人事業税

　個人事業税の事業主控除額を引き上げることとされました。

（改正前）　　　　　（改正後）

２７０万円　　→　　２９０万円
５　法人事業税

　法人事業税の標準税率を引き下げることとされました。＜平成11年４月１日以後に開始する事業年度から適用＞
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６　地方のたばこ税

　平成11年５月１日から「地方のたばこ税」の税率を引き上げることとされました。

　なお、同率だけ「国のたばこ税」を引き下げるため、たばこ税全体の税率は変わりません。

	
	改　正　後
	改　正　前

	 府たばこ税

 市町村たばこ税

 国たばこ税
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７　不動産取得税

　住宅及び住宅用土地に係る特例措置を拡充することとされました。

(1)　既存住宅（中古住宅）及びその土地に係る特例措置の築後経過年数要件の緩和（平成11年４月１日以後の取得分から）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（改正前）　　　（改正後）

木　造　住　宅　等　　　　　築後　１５年以内　→　２０年以内

鉄筋コンクリート造住宅等　　築後　２０年以内　→　２５年以内

(2)　住宅及びその土地に係る特例措置の価格要件（１７万６千円／㎡以下）の撤廃（平成11年４月１日以後の取得分から）

(3)　新築住宅用土地に係る特例措置の建築期間要件の緩和（平成11年４月１日から13年６月31日までの土地の取得）

　　　（改正前）　　　　　　　　　　　　（改正後）

土地取得後２年以内に新築　　→　　土地取得後３年以内に新築

８　自動車取得税

　低燃費車・低公害車に係る自動車取得税の特例措置を拡充することとされました。

(1)　一定の燃費基準を満たす低燃費自動車（ハイブリッド自動車を除く。）　　→　　取得価格（課税標準）から３０万円を控除

(2)　電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車及びハイブリッド自動車（バス、トラック）に係る税率（税率：自家用５％、営業用・軽自動車３％）の特例措置の拡充。

（改正前） 　　　　　 （改正後）

２．４％軽減　　→　　２．７％軽減

(3)　ハイブリッド自動車（乗用車など）に係る税率の特例措置の拡充

（改正前）　　　　　　（改正後）

２．０％　　　　→　　２．２％

９　その他

　平成12年１月１日以後の期間に対する延滞金（年７．３％の割合の部分に限ります）及び還付加算金の割合について、暫定的に引き下げる特例措置を創設することとされました。

（改正前）　　　　　（改正後）

年７．３％　　→　　各年の前年の11月末日の公定歩合に年４％を加算した割合が年７．３％に満たない場合には、その年内は、当該公定歩合に年４％を加算した割合（特例基準割合）
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